
○地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号） 

 
第百条 （略） 
２～１１ （略）  
１２ 議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団体の事務に関する調査のためその他議

会において必要があると認めるときは、会議規則の定めるところにより、議員を派遣す

ることができる。  
１３ 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究に資

するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務調査費

を交付することができる。この場合において、当該政務調査費の交付の対象、額及び交

付の方法は、条例で定めなければならない。  
１４ 前項の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当

該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。  
１５ 政府は、都道府県の議会に官報及び政府の刊行物を、市町村の議会に官報及び市町

村に特に関係があると認める政府の刊行物を送付しなければならない。  
１６ 都道府県は、当該都道府県の区域内の市町村の議会及び他の都道府県の議会に、公

報及び適当と認める刊行物を送付しなければならない。  
１７ 議会は、議員の調査研究に資するため、図書室を附置し前二項の規定により送付を

受けた官報、公報及び刊行物を保管して置かなければならない。  
１８ 前項の図書室は、一般にこれを利用させることができる。 
 
第二百三条 普通地方公共団体は、その議会の議員、委員会の委員、非常勤の監査委員そ

の他の委員、自治紛争処理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、

専門委員、投票管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人

その他普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。）に対し、報酬を支給

しなければならない。  
２ 前項の職員の中議会の議員以外の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支

給する。但し、条例で特別の定をした場合は、この限りでない。  
３ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。  
４ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員に対し、期末手当を支給することがで

きる。  
５ 報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければ

ならない。 
 
 


